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１．はじめに 

 高齢社会の急速な進展と財政状況の悪化はわが国の社

会経済環境を特徴づける顕著な現象である．これらの影

響は社会資本整備の分野にも及んでおり，費用負担の世

代間不公平，また公共事業の財政破綻などの形で顕在化

している．そこで，社会資本投資に対する予算配分の効

率性，世代間公平性が社会的に強く求められ，これらを

評価指標に加えた政策評価手法が必要とされてきている． 

政策の評価手法の一つに応用一般均衡モデル(CGE)が

ある．CGEモデルとは財政学・計量経済学１)，２)の分野で

発展してきたモデルであり，政策の効果を経済厚生の変

化として定量的に評価することができる．しかし，CGE

モデルは静学モデルであるため動学的な経済状態の変化

をモデルで考慮することは基本的に不可能である．一方，

動学的な経済状態の変化をモデルに反映させることがで

きる手法に世代重複(OLG)モデル３)がある．このモデル

は景気予測や金融政策の分析などマクロ経済政策への適

用を対象として発展してきた．このモデルでは世代を明

示しているため世代間厚生分析をおこなうことが可能で

あるが，社会資本投資に焦点を当てた研究はほとんどみ

られない．このような背景のもと本研究では社会資本整

備を対象とした世代重複型応用一般均衡モデルの構築を

試み，社会資本整備の最適投資政策ルールの分析を行う

ことを目的としている． 

具体的には，経済状態の変化を逐次モデルに反映させ

るため社会資本ストックおよび民間資本ストックを企業

の行動，世帯の行動，政府の行動にとりこみモデルの定

式化をおこなう．企業の行動では政府による社会資本ス

トックを生産要素の一つとすることで社会資本投資の増

加による企業の生産性向上を表現する．また，社会資本

整備の財源として公債発行を想定し公債のメカニズムに

よる世代間所得移転の効果を考慮する４)．さらに社会資

本の維持管理費用を想定しているため，維持費用の増加

に伴い世帯の公共サービス消費量が減少することを表現

できている．最後に，マクロ集計的な経済データを用い，

社会資本整備の最適投資政策ルールの実証分析を行い，

政策変化における社会的厚生の変化および社会経済状況

の変化と社会資本の最適投資政策ルールの関係を分析し，

今後の社会資本投資水準に関して考察を加える． 

  

２．モデルの構築 

２－１ モデルの前提条件 

 { }3,,1 LL jJj =∈  ：財の種類を表すラベル 

 { }IiIi LL ,,1=∈  ：生産要素種類を表すラベル 

 { }SsSs LL ,,1=∈  ：生存期間を表すラベル 

 { }TtTt LL ,,1=∈  ：時点を表すラベル 
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図－１ モデルの概略 

モデル構築に関して次のような仮定をおく． 

1) 経済主体は企業，世帯，政府の３主体より構成され

ている．企業は３種類の一般消費財，公共財，投資

財毎にそれぞれ存在する．世帯は３期間生存するも



のとし各時点(時点ｔ)において３つの世代が重複し

て存在すると仮定する． 

2) 企業は資本と労働，社会資本ストックを生産要素と

して生産をおこなう．また，その行動は費用最大化

行動にしたがう． 

3) 世帯は１世代で代表的な世帯を想定する．また世帯

は３期間生存するものとし，労働期と仮定する２期

間において，企業に生産要素を提供し対価を受け取

る．この所得より，生産された財サービスの消費，

貯蓄および投資行動をおこなう．生存最初期には政

府が発行する公債を購入し，生存最終期に償還され

る．これらの行動は生涯効用最大化行動にしたがう． 

4) 政府がおこなう社会資本整備は社会資本ストックと

なり直接企業の生産関数に影響する． 

5) 市場は一国で閉じているものとする．また，市場は

は各時点において均衡状態にある． 

 

 ２－２ 企業の行動モデル 
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図－２ 企業の生産関数構造 

一般消費財 ( )( )3,2,1Jj ∈ と公共財 ( )4=j ，投資財 ( )5=j

を生産する企業 jは労働量，資本量，社会資本ストック

より構成される生産要素 ijf を用いて，図－２に示すコ

ブ・ダグラス型の生産技術にしたがい財 jQ を生産する． 

この生産関数を用いて，企業の費用最小化行動は以下の

ような生産容量一単位あたりの粗要素費用最小化行動と

して捉えることができる． 
 [ ]jj fwfw 2211min ⋅+⋅  (１) 

 ( ) 1,.. 21 =jjj ffQts   (２) 

ただし， 1w ：労働賃金率 2w ：資本のレント 

生産関数は図－２より以下のように定式化できる． 
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ただし， 

 ′
jφ  ：企業の生産要素の効率パラメータ 

 ijα  ：企業の生産要素のシェアパラメータ 

さらに社会資本の効率パラメータを社会資本ストックの

関数として以下のように定式化する．これは社会資本ス

トックが新古典派成長理論における技術水準を説明して

いることを意味している． 

 ( ) j
jjjj ff 3

33
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ただし， 
 jφ  ：生産技術の効率パラメータ 

 j3α  ：生産技術のシェアパラメータ 

ここで生産要素をi=１：労働力，i=２：資本，i=３：社

会資本ストックとする． 

 

２－３ 世帯の行動モデル 
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図－３ 代表的世帯のモデル構造 

世帯は図－３の構造にしたがい労働の対価として得た

所得と資本収入から，一般消費財 ( )3,2,1=j と政府により

供給される公共財 ( )4=j の消費と貯蓄を行う．また世代t

における代表的世帯の生涯効用 tU は生存期間s期間

( )3,2,1=s の消費水準 sC に依存するものと考え，その和を

生涯効用と仮定する．ここで生涯効用関数を以下のよう

に相対的危険回避度一定型で定式化する． 
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ただし， 
 γ  ：世帯の異時点間の代替弾力性 
 δ  ：世帯の異時点間の時間選好率 
 sC  ：世代tの生存期間sにおける消費量 



また世帯生存期間３期間のうち最初の２期間を労働期と

仮定し，労働期においては労働供給の対価として得た所

得の一部を将来のために貯蓄する．その所得を消費と貯

蓄・投資行動に振り分ける．３期間目には引退し，貯蓄

の元利合計をすべて消費する．ここでは次世代に対し資

産を残さない利己的行動を仮定する．また世帯は労働１

期目において公債を購入し，２期後(引退期)に償還され

る．本研究では公債償還の費用を他世代が負担する(政府

に徴収される)と仮定し，公債の世代間所得移転効果を表

現する．労働期および引退期の予算制約と生涯の予算制

約は以下のようになる． 
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労働期予算制約 ｓ=1,2  

 ( ) ( ) ( ) sssspsssc TBSLwtSrCqt −−−−++=+ 1111  (８) 

引退期予算制約 s=3 

 ( ) ( ) ( ) ssssc BrSrCqt 2111 +++=+  (９) 

ただし， 
 V  ：間接効用関数 

U  ：世帯の生涯効用 
sL  ：世帯の生存期間ｓ期間労働保有量 

sB  ：世帯の生存期間ｓ期間公債購入量 

sS  ：世帯の生存期間ｓ期間貯蓄量 

sT  ：世帯の生存期間ｓ期間での償還負担一括税 
 ct  ：消費税率  

 pt  ：労働所得税率 

r  ：時間割引率 

以上の制約条件と効用関数のもとで最大化問題を解くと

各生存期間での消費量が求まる． 
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次に各生存期間ｓ期間 ( )3,2,1=s における財消費の効用に

ついては以下のように最大化問題を定式化する． 
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ただし， 

 SjX ,  ：世帯の第j個別消費財需要量 

 jλ  ：世帯の消費に関する調整シェアパラメータ 

 4λ  ：世帯の公共サービス消費シェアパラメータ 
 ct  ：消費税率 
 pt  ：労働所得税率 

 sjp ,  ：第j財個別消費財価格 

 sq  ：合成消費財価格 

以上の消費に関する効用関数の最大化問題を解くと次の

ような第j消費財の需要関数が得られる． 
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ただし， ′
jλ ：世帯の消費に関するシェアパラメータ 

 

２－４ 政府の行動モデル 

政府は利子所得税，給与所得税，消費税による税収と

公債発行から収入を得て，公共支出に充てるものとする．

支出の内訳は世帯の公共（政府）サービス消費，新規社

会資本整備，維持管理費用の３つと仮定する． 
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図－4 政府の行動モデル 

第t時点における政府収入 tR は以下の式で示される． 
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ただし， 
 tN  ： t時点の各世代の人口 
 tL  ： t時点の各世代の労働供給量 

 tB  ： t時点の公債発行量 
 tjX ,  ： t時点の第 j消費財の最終需要量 

 1, −ttS  ：各世代の資本供給量 

 1w  ：労働賃金率 

 yt  ：所得税率 

 tq  ：合成消費財価格 

政府は得られた税収を社会資本整備，公共サービス(公



共財供給)，維持管理費用の３つにそれぞれ配分するため

政府の需要は(17)，(18)，(19)の３つに分けられる． 
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ただし， 
 1ε  ：社会資本ストックのパラメータ 

2ε  ：維持管理費用のパラメータ 

tX ,4  ：t時点の政府の公共財消費量 

thX ,4  ：t時点の世帯の公共財（サービス）消費量 

tG∆  ：t時点の新規社会資本ストック量 

tM  ：t時点の維持管理費用 

tp ,4  ： t時点の公共財価格 

 tR   ：t時点の政府公共支出 
社会資本ストックは時点毎に蓄積され，時間経過に応
じて資本価値が減耗するものと仮定する．蓄積と資本減
耗の式を以下に示す． 
 ( ) ttt GGG θ−+∆=+ 11  (20) 

ただし， 
 θ   ：社会資本の減耗率 
 tG   ： t時点の社会資本ストック 

 1+tG ： 1+t 時点の社会資本ストック 

 

２－５ 経済均衡の条件 

本研究では企業の生産関数を規模に関して収穫一定と

仮定しているため、企業は常に需要に見合うだけの生産

を行う．消費財市場 ( )3,2,1=j ，公共財市場 ( )4=j ，投資

財市場 ( )5=j の３市場を想定し，それぞれの均衡条件を

示す． 
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ただし， 
 tI  ：t時点での各世代の投資量 

 tp ,5  ：t時点での投資量価格 

よって以下の生素要素市場のみが均衡条件として成立す

る． 
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ただし， 
 tL  ：t時点での各世代の労働供給量 
 tK  ：t時点での各世代の資本供給量 
この2式は生産要素財価格 ( )21 , ww が未知数であるため，

均衡計算の実施で均衡価格を求めることができる． 

 

２－６ 厚生計測 

 各世代の生涯効用を集計し，社会的厚生を求める．厚

生を計測するときの割引率として社会的割引率を用い，

社会的厚生を式(26)のように定義した．ここでは生涯効用

を集計できる世代 3+t からモデルが定常状態となった場

合に生存する世代T までの各世代生涯効用を集計した． 
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ただし，  
 W  ：社会的厚生 
 tU  ：各世代の生涯効用 

 r  ：時間割引率 

 

３．数値シミュレーション 

３－１ シミュレーションの仮定 

・マクロ集計された日本全体を対象とする． 

・企業の産業区分を5部門(第１次産業，第２次産業，第

３次産業，公共財，投資財)とする． 

・毎時点一定量の公債を発行することで，一定の新規社

会資本整備を行うとする． 

 

３－２ データセット 

 本研究では応用一般均衡モデルに基づいて定式化を行

っているため，基準年において観察された経済状態を均

衡状態と仮定し，この均衡状態と整合的なモデルのパラ

メータを求める必要がある．そのパラメータはキャリブ



レーションと呼ばれる手続き１)によって導出される．な

お，モデル内のデータセットとその出典については下記

の表－１にまとめた． 

 
表－１ パラメータと変数の出典 

パラメータ 出典 

δ ：世帯の生涯効用に関する時間選好率 既存研究５) 

γ ：世帯の効用に関する異時点間代替弾力性 既存研究５) 

′
jλ ：世帯の消費に関するシェアパラメータ 産業連関表９) 

4λ ：世帯の公共サービス消費のシェアパラ

メータ（=0.4） 

設定変数 

(任意) 

ijα ：企業の生産要素のシェアパラメータ 産業連関表９) 

j3α ：企業の生産技術のパラメータ 既存研究１０) 

jφ ′ ：企業の生産要素の効率パラメータ 産業連関表９) 

1ε ：社会資本ストックのシェアパラメータ 既存研究６) 

2ε ：維持管理費用のシェアパラメータ 既存研究８) 

θ ：社会資本の減耗割合 既存研究７) 

n：人口成長率 既存研究５) 

tG ：社会資本ストック 既存研究６) 

1, −ttS ：世帯の貯蓄量＝次期の民間資本 産業連関表９) 

 

３－３ 計算結果 

社会的厚生を評価指標として最適政策ルールを求める

ための数値分析をおこなった．CASE0にて社会的厚生を

最大化する最適政策ルールの存在を確認したあと，表－

２のケース設定にて最適政策ルールの挙動を分析した．

CASE1は効用関数の公共サービス消費シェアパラメー

タの変化，CASE2は公債発行水準の変化，CASE3は人口

参入率の変化，CASE4は社会的割引率の変化，CASE5

は財政に占める維持管理費用の変化である．CASE4を除

くこれらの結果を図－5から図－9に表した． 

表－２ シミュレーションの想定ケース 
公共サー
ビス消費
シェア

公債発行
水準
人口参入
率
時間割引
率
維持管理
費用シェ
ア

CASE0 固定 固定 固定 固定 固定
CASE1 変化 固定 固定 固定 固定
CASE2 固定 変化 固定 固定 固定
CASE3 固定 固定 変化 固定 固定
CASE4 固定 固定 固定 変化 固定
CASE5 固定 固定 固定 固定 変化  
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図－５ CASE0結果 
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図－6 CASE1結果 
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図－7 CASE2結果 
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図－8 CASE3結果 
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図－9 CASE5結果 

CASE1は効用関数の公共サービス消費シェアが変化

した場合である．この結果は，福祉政策などのフローの

政策を世帯がより選考した場合，社会資本整備の政策ル

ールを低くする必要があることを意味している． 

CASE2は公債発行水準が変化した場合である．この結

果は，公債発行水準が比較的小さい場合には世代間の所

得移転効果のみが働き，Ｈ７の公債発行水準 tB ＝16.4よ

り大きいときに最適政策ルールが増加する以外には社会

資本整備の政策ルールはほとんど変更する必要が無いこ

とを意味している．一方，公債発行額が大きくなると，

将来の財政への影響が過大となり，社会資本整備の政策

ルールを低下させる必要があることを意味している． 

CASE3は人口参入率が変化した場合である．この結果

は，人口参入率が変化しても政策ルール(財政支出に占め

る社会資本整備の割合)を変更する必要が無いことを意

味する．一方，額ベースでは，社会資本整備の整備水準

を人口参入率，すなわち人口成長に比例して変更する必

要があることを意味している． 

CASE5は維持管理費用が変化した場合である．この結

果は，震災直後のように，耐震整備など社会資本整備の

維持管理費用が増加した時には，社会資本整備の投資政

策ルールを低下させる必要があることを意味している． 

 

4．おわりに 

 本研究では社会資本整備を対象とした世代重複型応用

一般均衡モデルを構築した．また実証分析として，新規

社会資本整備水準量を決定する際の最適政策ルールの分

析をおこなった．モデルの定式化において，企業の行動，

世帯の行動に社会資本ストックなどの動学変数のメカニ

ズムを明示的に取り込んだことにより社会資本ストック

の効果が世帯および企業の主体的行動に影響することを

消費量，資本量，財価格の変化などを通じて表現できる

ことがわかった．同時に世帯の効用関数に公共財（サー

ビス）消費を取り込むことで公共サービスと社会資本整

備に関する代替関係を明示できた．またこのモデルを用

いることで従来のモデルが表現できない社会資本投資量

の変化に伴う世帯の生涯効用変化を表現し，計測するこ

とができた．本研究の成果は，社会資本投資政策ルール

の最適点が存在することおよび社会経済状態の変化と最

適投資政策ルール変化の関係を明らかにしたことである． 
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